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1.  22年12月期の業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 1,614 9.8 134 77.1 136 72.1 68 43.4
21年12月期 1,471 △0.0 75 △55.6 79 △53.3 47 △49.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 79.79 77.82 8.7 14.1 8.3
21年12月期 53.34 50.61 5.8 8.0 5.1
（参考） 持分法投資損益 22年12月期  ―百万円 21年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 1,047 838 79.0 940.27
21年12月期 885 747 84.1 903.65
（参考） 自己資本   22年12月期  827百万円 21年12月期  745百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 163 △235 13 503
21年12月期 85 △27 △201 562

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 8 18.7 1.1
22年12月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 8 12.5 1.1
23年12月期 

（予想） ― 0.00 ― 10.00 10.00 11.7

3.  23年12月期の業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

857 10.9 60 △6.5 60 △7.6 30 △15.0 34.37

通期 1,808 12.0 150 11.8 150 10.4 75 9.7 85.67



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、45ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 1,025,200株 21年12月期 1,025,200株
② 期末自己株式数 22年12月期  145,333株 21年12月期  200,333株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
(将来に関する記述等についてのご注意) 
本資料に掲載されている業績予想につきましては、本資料提出日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業績は、業績の変
化等により予想値と異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料の４ペー
ジ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 



１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当事業年度におけるわが国経済は、新興国向け輸出の回復や政府の経済対策等によって一部に景

気回復の兆しが見られるものの、雇用情勢や個人消費については低迷が続いており、依然として先

行き不透明な状況で推移いたしました。 

一方で、当社の事業に関連する一般消費者向け電子商取引分野（BtoC EC分野）においては、イン

ターネットによる買い物や旅行予約の利用者が年々増加しており、経済産業省の発表（※1）による

と平成21年の日本国内のBtoC EC市場規模は前年比10％増の約6.7兆円と着実に拡大しております。 

このような状況のもと、当社は経営の基本方針である「消費者のための購買支援サービスを提供

する」をさらに深化させ、消費者の買い物に関する様々なニーズ＝“こだわり”に応えるサービス

を提供する「こだわり消費応援カンパニー」をコンセプトにした中期経営計画を平成22年7月に発表

いたしました。そして、基本戦略である運営サイトにおける取扱商品のカテゴリー拡大と機能・サ

ービスの向上に加え、収益力の強化及び中期経営計画における事業戦略（※2）の取組みを開始いた

しました。 

その結果、当社が運営する全サイト合計の月間サイト訪問数（年間平均）は、921万（前年同期比

7.3％増）となりました。特に、トラベル関連業務については『Travel.jp（トラベル・ジェーピ

ー）』の売上増加施策が全社の収益向上に大きく貢献いたしました。 

 

以上により、当事業年度の売上高は1,614,957千円（前事業年度比9.8％増）、営業利益は134,115

千円（前事業年度比77.1％増）、経常利益は136,616千円（前事業年度比72.1％増）となりました。

また、投資有価証券の評価損9,545千円を特別損失として計上し、当期純利益は68,715千円（前事業

年度比43.4％増）となりました。 

（※1） 

経済産業省「平成21年度我が国情報経済社会における基盤整備」（電子商取引に関する市場調査）平成22年7月20日 

（※2） 

中期経営計画及び事業戦略についてはP.13「3 経営方針 （3）中期的な会社の経営戦略」をご参照ください。 

 

業務別の業績は次のとおりであります。 

 

（トラベル関連業務） 

トラベル関連業務におきましては、航空券・ツアーをまとめて検索・比較できる『Travel.jp』に

おいて、掲載する旅行商品数が平成22年12月末時点で71万点（前年度は51万点）と大幅に増加した

ことに加え、サイトナビゲーションを改善し、ユーザーの利便性向上に努めてまいりました。 

また、上記の施策に加え、旅行需要の回復によるクライアントの広告需要増加と広告メニューの

改定等による売上増加施策が相応したことで収益効率が向上いたしました。 

この結果、『Travel.jp』の月間サイト訪問数（年間平均）は166万（前年比2.3％増）、当事業年

度における売上高は966,346千円（前事業年度比11.1％増）となりました。 
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（プロダクト＆サービス関連業務） 

プロダクト＆サービス関連業務におきましては、総合価格比較サイト『コネコネット』の月間サ

イト訪問数（年間平均）が604万（前年比6.9％増）となりました。取扱商品のカテゴリー拡大とと

もに掲載商品数が平成22年12月末現在で3,822万点（前年度は2,474万点）と大幅に増加したことに

加え、検索機能を強化いたしました。 

デフレによる商品単価の下落が成果報酬（アフィリエイト）収益に影響を及ぼしてはおりますが、

カテゴリー拡大に伴い下半期以降の月間サイト訪問数が前年同期比11.7％増の643万（7～12月の6ヶ

月）と前年を大幅に上回り、また、各種の売上増加施策が功を奏したことで売上高は648,610千円

（前事業年度比7.9％増）となりました。 

 

②次期の見通し 

インターネットショッピングの普及に伴い消費者の要望は多様化しており、安い商品を探す価格

比較だけではなく、自分に合う商品探しや受け取り方法の選択、ポイント付与など、消費者の買い

物に関する“こだわり”はそれぞれ異なっております。そして、当社はそれらの“こだわり”に応

えるサービスを提供していくことがユーザーに支持されるサイトであると考え、平成22年７月16日

に「こだわり消費応援カンパニー」をコンセプトとする中期経営計画を発表いたしました。 

平成23年12月期については、既存事業における収益力を強化していくと同時に、中期経営計画に

おける事業戦略に沿った取組みを実施していきます。 

トラベル関連業務については『Travel.jp』のサイト認知度向上施策と検索機能の強化によって、

集客及び旅行会社への送客強化を図ります。また、当期に実施した広告メニューの改定等による売

上増加施策についても引き続き取り組んでまいります。宿泊分野への新規参入として平成21年３月

に開設したホテル・旅館のクチコミサイト『Hotel.jp』については、ユーザーのクチコミ投稿をさ

らに促進し、より多くのユーザーを呼び込むことでホテル・旅館探しの専門情報サイトを目指しま

す。 

プロダクト＆サービス関連業務については引き続き『コネコネット』の取扱いカテゴリーを拡大

し、併せて検索機能の強化等によって“こだわり消費”に対応する機能・サービスを拡充していき

ます。また、カテゴリー毎のプロモーション企画や収益モデルの改革等によって収益力を強化いた

します。 

 

以上より、平成23年12月期の売上高は1,808百万円、営業利益150百万円、経常利益150百万円、当

期純利益75百万円を見込んでおります。 

 

なお、平成23年1月28日に発表した「株式会社ローソンと株式会社ベンチャーリパブリックとの資

本・業務提携契約締結のお知らせ」のとおり、株式会社ローソン（以下「ローソン」）は当社の筆

頭株主となりました。 

今後は、両社のインターネットサイトやポイント会員及びローソン店舗を活用した相互送客、共

同キャンペーンの実施、共通ポイント「Ponta（ポンタ）」プログラムの活用、ローソンＥコマース

サイト構築の支援を行っていきます。 
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(2) 財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当事業年度末における総資産は1,047,230千円となり、前事業年度に比べて161,382千円増加しま

した。主な要因は、現金及び預金の増加142,398千円、売掛金の増加25,901千円であります。 

負債残高につきましては、208,483千円となり、前事業年度に比べて70,316千円増加しました。主

な要因は、未払金の増加16,655千円、未払法人税等の増加50,067千円であります。 

純資産につきましては838,747千円となり、前事業年度に比べて91,066千円増加しました。主な要

因は、当期純利益の計上等による利益剰余金の増加29,488千円、自己株式の処分による増加52,554

千円であります。 

これらの結果、当事業年度の自己資本比率は79.0％となりました。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物の残高（以下、「資金」という。）は前事業年度末に

比べて59,113千円減少し、503,837千円となりました。各キャッシュ・フローの状況と要因は以下の

通りであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は前事業年度に比べて78,517千円増加し、

163,581千円となりました。これは、主に税引前当期純利益127,286千円と減価償却費の計上38,332

千円、売上債権の増加25,901千円によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は前事業年度に比べて208,768千円増加し、

235,968千円となりました。これは主に、定期預金の預入による支出201,511千円及びサーバー等の

有形固定資産の取得による支出31,311千円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動の結果得られた資金は13,273千円となりました。これは主に、スト

ック・オプションの行使による収入21,450千円によるものであります。 

 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主に対する利益還元と同時に、財務体質の強化及び将来の事業展開のために内部留保

を経営の重要課題の一つとして認識し、経営成績を勘案しながら株主への利益還元を検討して行く

方針であります。なお、今期については、一株あたり年間配当10円を予定しております。 
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(4) 事業等のリスク 

以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性がある主な事項を記載しております。

また、当社は、必ずしもリスク要因に該当しない事項についても投資判断の上で重要と考えられる

事項については、積極的な情報開示の観点から記載しております。 

当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生時の対応に努める方

針でありますが、本株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項目以外の記載内容もあわせて

慎重にご検討下さい。また、以下の記載は本株式の投資に関連するリスクの全てを網羅するもので

はありませんのでご留意下さい。 

なお、本項中の記載内容については、特に断りがない限り、本書提出日現在の事項であり、将来

に関する事項は同提出日現在において当社が判断したものであります。 

 

（ⅰ）事業環境について 

① 競合について 

当社は「消費者のために購買支援サービスを提供する」を経営理念として掲げ、『Travel.jp』及

び『コネコネット』等の比較サイトを運営しておりますが、比較サイトという範疇においては当社

の運営サイト以外にも同様のサイトが複数存在しております。  

当社は、サイト運営にあたり、サイトに掲載する商品やサービスを充実させる他、サイトデザイ

ンの改善に努めることで利用者の利便性を高め、他の比較サイトとの差別化を図ってまいります。 

しかしながら、既存の他社比較サイトや新規参入企業との競争激化が送客手数料や成功報酬の減

少等を招き、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

 

② 広告宣伝活動について 

当社は、当社運営サイトへの集客の過半を『Google』『Yahoo！』等の検索サイトで表示される検

索結果及び検索結果と同時に掲載されるリスティング広告に依存しているため、検索エンジンやリ

スティング広告の価格政策等、検索サイト運営会社の方針及び仕組みに大きな変更が発生した場合、

広告宣伝費負担の増大等、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。  

また、比較サイトの運営にあたっては、サイト利用者の増減が事業及び業績に影響を与えること

から、当社は、サイト利用者の増大を目的として広告宣伝費を支出しております（対売上高広告宣

伝費比率：32.1％（平成22年12月期））。広告宣伝費の支出にあたっては、費用対効果を精査した

上で支出金額を決定しておりますが、事業環境の変化等により、当該支出が期待通りの成果をあげ

られない可能性があります。 

 

③ ＥＣ市場を取り巻く環境について 

当社では今後もＥコマース市場の拡大傾向が継続するものと考えておりますが、インターネット

の利用あるいはＥコマースの普及に伴う弊害の発生や新たな規制の導入等によってＥコマース市場

が期待通りに拡大しない場合や当社の業務が制約を受けた場合、当社の業績に影響を与える可能性

があります。 
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④ 取扱商材の依存について 

当社は、運営サイトにて様々なジャンルの商品を扱っておりますが、中でも旅行商品及びデジタ

ル家電商品の依存度が高いため、何らかの外部的な要因によりこれらの商材に対する消費者の需要

が減退する事象が発生した場合、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

 

（ⅱ）ユーザーレビューの内容について 

当社は、『コネコネット』においてユーザーが商品の評価・感想を投稿できるほか、ホテル・旅

館のクチコミサイト『Hotel.jp』、携帯電話で撮影した写真にコメントを付けて投稿できるミニブ

ログ『イマイル』を運営しております。それらのサイトでは文字だけでなく動画や写真も投稿する

ことができ、商品やホテル探し、あるいはユーザー同士のコミュニケーションに役立てられており

ます。 

当社は、サイト上に掲載される投稿の内容についてその正確性等を保証しない旨をユーザーに告

知し、利用規約において誹謗中傷等、第三者に不利益を与える投稿を禁止するとともに、投稿され

た情報については担当者が確認し、必要に応じて削除しております。しかしながら、確認漏れや判

断ミスにより第三者に不利益を与えるような投稿がサイト上に掲載された場合、サイト上に掲載さ

れている情報への信頼が低下し、今後の当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

 

（ⅲ）知的財産権等について  

当社は、インターネットユーザーに各種商品・サービスの情報を提供しておりますが、その提供

情報の制作に当たっては出店企業より情報提供を受けるとともに、当社自身でも情報を収集し、コ

ンテンツの制作等を行っております。情報の収集、コンテンツの制作を行うに際しては、第三者が

有する著作権を侵害しないよう努めておりますが、その内容において第三者に対する著作権の侵害

が認められた場合は、損害賠償請求、信用低下、及びブランド力の低下等により、当社の事業及び

業績に影響を与える可能性があります。 

また、当社は運営サイトの名称等も重要な資産として認識していることから、現在、主要なサイ

トの名称等を対象に商標権の出願をしており、今後は、現在出願している商標以外にも、新しいサ

ービス等に関する商標権を積極的に取得する予定です。しかしながら、当社のサービス等に関する

商標権を他社が取得した場合、その内容次第では競争環境の激化や損害賠償請求の発生等により、

当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

なお、当社は現時点においてビジネスモデルや技術に関する特許権は取得しておらず、第三者の

知的財産権を侵害していないものと認識しておりますが、知的財産権の侵害を理由として、第三者

より損害賠償請求及び使用差止請求等を受けた場合には、当社の事業及び業績に影響を与える可能

性があります。 
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（ⅳ）法的規制等について 

当社は、インターネットユーザーに各種サービスを提供しておりますが、今後、個人情報の保護、

不正アクセス対策、電子署名・電子認証制度、知的所有権の保護等を目的として、現行法令の解釈

の変更や改正、及び新法令の制定等が行われた場合、当社の事業及び業績に影響を与える可能性が

あります。 

また、当社が運営する比較サイトに商品情報等を提供している企業も、各企業の事業内容等に応

じて法令や諸規則等の適用を受けていることから、今後、法令や諸規則等の解釈の変更、改正、及

び新法令の制定等により当該企業の業務が制約された場合、当社との取引関係の変更等を通じて当

社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

 

（ⅴ）個人情報保護について  

当社は、比較サイトを運営するにあたってサイト利用者に関する個人情報を保有しております。

当社では個人情報保護法を始めとする法令諸規則を遵守すべく、個人情報の扱いに際し「個人情報

保護規程」、「個人情報保護ガイドライン」等の社内規則を制定するとともに、「個人情報保護管

理責任者・個人情報取扱責任者」を任命する等、個人情報を適正に保護管理するための組織体制を

構築しております。  

しかしながら、体制強化にもかかわらず個人情報の漏洩や不正使用等の事態が生じた場合、当社

のイメージの悪化、ブランドの劣化、金銭的な補償等により、当社の事業及び業績に影響を与える

可能性があります。 

 

（ⅵ）事業運営体制について  

① 小規模組織であること 

当社は小規模な組織で運営されており、内部管理体制も規模に応じたものになっております。ま

た、業務内容に応じた人員を配置しており、現状の規模においては組織的に対応し得る人員である

と考えております。 

今後は、事業拡大に応じて人員の増強、組織の整備により内部管理体制の一層の充実を図る方針

でありますが、事業拡大や人員増加に対して適切かつ十分な対応ができなかった場合、当社の事業

及び業績に影響を与える可能性があります。 

 

② システム開発、運用及び管理について 

インターネット関連事業は、IT技術の急速な進歩及び通信・物流・決済等のインフラの発展と

ともに急成長し、モバイル等のサービスも広く浸透し始めております。 

当社は、この様な急成長を遂げているインターネット関連事業の基盤を支えるIT技術をタイム

リーに吸収し、システムの開発、運用及び管理を適切に行うことが重要であると認識しているこ

とから、コンピュータ・システム全般及びそのハードウェアの増強及び改善を進めており、今後

も、コンピュータ・システムに対する設備投資を行う予定です。しかしながら、増強及び改善し

たコンピュータ・システムが当初期待した機能等を十分に発揮できなかった場合、当社の事業及

び業績に影響を与える可能性があります。また、システムの開発、運用及び管理に関わる従業員
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が退職した場合や事業拡大に対応するための人材の採用活動がスムーズに行かなかった場合には、

システム開発の遅延や運営・管理の不備等が発生する可能性があり、当社の事業及び業績に影響

を与える可能性があります。  

 

③ システム障害について 

当社の事業運営は、コンピュータ・システム及びそのネットワーク・システムに依存しており、

システムの安定稼動は事業運営上重要な要素であることから、当社では回線、ハードウェア、ア

プリケーション等の障害に対して迅速に対応すべく、システム監視及び障害検出のための管理体

制を整えております。 

しかしながら、ハードウェア、ソフトウェアの不具合及び人為的ミスに加え、アクセス数の突

発的な増加、通信回線の障害、コンピュータウィルス、ハッカー等の外部からの侵入、停電、災

害等、システムに何らかの障害が発生し、機能不全に陥った場合、又はシステム障害時に当社が

適切に対応できなかった場合はサービスの停止を余儀なくされることとなり、当社の事業及び業

績に影響を与える可能性があります。 

 

④ 掲載情報について 

当社が運営するサイトには出店企業の商品・サービス等の各種情報が掲載されておりますが、

当社システムの不具合や出店企業の誤入力等により、当社や出店企業が意図しない内容又は実際

の商品・サービス内容と異なる内容が当社サイト上に掲載される可能性があります。  

当社は、掲載情報の間違いや顧客・出店企業間のトラブルによって生じた損害に関する免責事

項をサイト上に表示しておりますが、掲載情報の間違いや顧客・出店企業間のトラブルが発生し、

ユーザー及び出店企業の信頼を失った場合、当社の事業及び業績に影響を与える可能性がありま

す。 

 

⑤ 技術革新への対応について  

当社は、インターネット関連技術に基づいて事業を展開しておりますが、インターネット関連

分野は新技術の開発及びそれに基づく新サービスの導入が相次いで行われる非常に変化の激しい

業界であるため、技術革新に対する当社の対応が遅れた場合、当社の競争力が低下する可能性が

あります。さらに、新技術への対応のために追加的な支出が必要となり、当社の事業及び業績に

影響を与える可能性があります。 
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⑥ ローソンとの資本・業務提携について 

当社は、平成23年1月28日にローソンと資本・業務提携契約を締結し、三菱商事株式会社が保有

する当社の全株式をローソンが取得したことにより、ローソンは当社株式の発行済株式総数の

35.37％を保有しております。 

この資本・業務提携は、Ｅコマースでの新しいサービス提供を目指し、今後様々な分野での検

討・協業を図っていくことを目的としたものであります。しかしながら、何らかの事情により資

本・業務提携に変更が生じた場合には、当社の事業戦略及び資本構成等に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

（ⅶ）新株予約権の行使による株式価値の希薄化等について  

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20、第280条ノ21の規定、並びに会社法第236条及び第

238条の規定に基づく決議に基づき、当社役員及び従業員に対するインセンティブを目的として、

新株予約権（以下「ストック・オプション」）を付与しており、平成22年12月31日現在、当社が

発行するストック・オプションは800個、その目的たる株式の数は80,000株であり、発行済株式総

数1,025,200株の7.8％に相当しております。また、当社は将来もストック・オプションを発行す

る可能性があります。これらストック・オプションの行使がなされた場合、既存株式の株式価値

が希薄化する可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

当社は、インターネット上で旅行比較サイト『Travel.jp（トラベル・ジェーピー）』や価格比

較サイト『coneco.net（コネコネット）』、カタログ通販及びテレビショッピングの検索・比較

サイト『通販.ne.jp（通販・エヌイージェーピー）』を中心に、格安航空券、パッケージツアー、

パソコン、家電製品、酒、衣料品、雑貨等の価格情報や販売情報を消費者に提供しております。 

当社の収益構造は、運営する各サイトを通してオンラインで商品やサービスを販売する旅行会

社、小売店、メーカー等の企業向けにインターネットを利用した販売促進及び広告宣伝等のサー

ビスを提供し、収入を得ております。各サイトの魅力を高め、ユーザー数を増加させることによ

り、Ｅコマースを営む各企業の販売促進及びPRツールとしての価値を増大させ、顧客企業の増加

及び取引を拡大することで収益増加を図っております。  

 

当社の業務内容は、トラベル関連業務とプロダクト＆サービス関連業務とに分類され、各業務

の具体的内容は以下のとおりです。 

 

（トラベル関連業務）  

主に『Travel.jp』『Hotel.jp』及び『Travel.jp』の携帯電話サイトを運営しております。 

『Travel.jp』は主要な旅行会社が提供する国内・海外の航空券及びパッケージツアー商品を検

索・比較できるサイトです。また、『Hotel.jp』はホテル・旅館のクチコミ掲載と各旅行会社が

提供する宿泊プランの検索・比較ができるサイトです。 

『Travel.jp』『Hotel.jp』の収入源は加盟企業サイトへの送客や販売実績に応じた手数料及び

広告掲載料になります。 

 

（プロダクト＆サービス関連業務）  

主に『コネコネット』『通販.ne.jp』及びそれらの携帯電話サイトを運営しております。 

『コネコネット』はパソコン及び周辺機器、生活家電、ゲームソフト、カー用品、酒などの価

格比較サイトです。加盟ショップの商品・価格情報を整理してインターネット上に掲載している

ほか、ユーザー投稿による商品レビューなど、ユーザーの商品選びや購入の参考となる情報を提

供しております。 

『通販.ne.jp』はカタログ通販会社及びテレビショッピング会社がインターネット上で販売し

ている商品を横断的に検索できるサイトです。ユーザーは当サイトで商品を検索・比較した後、

各社のECサイトで商品を購入することが可能です。 

『コネコネット』『通販.ne.jp』の収入源は加盟企業サイトへの送客や販売実績に応じた手数

料及び広告掲載料になります。 
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【事業系統図】 

インターネットユーザー

「加盟旅行会社」「加盟宿泊施設」「加盟ＥＣサイト」「広告主」「広告代理店」　

『Travel.jp』『Hotel.jp』『コネコネット』『通販.ne.jp』

提携サイト

・アクセス

・商品レビュー、クチコミの投稿

・ツアー、航空券、ホテル情報の提供

・商品、価格情報の提供

・商品レビュー、クチコミの提供

・広告の配信

・ポイント付与

ア

ク

セ

ス

送客
・コンテンツ、サービスの提供

・手数料の支払

見込客の送客手数料、広告料の支払い
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３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、「消費者が物を買う、旅行を予約する、サービスを利用するといった日常の様々な購

買活動を行う際に必要なありとあらゆる情報を、最も効果的・効率的に入手していただけるよう

消費者のための購買支援サービスを提供すること」を当社の存在意義として掲げております。そ

して、より多くの消費者に当社の購買支援サービスを利用いただくことが、当社の企業価値を最

大化することと考えております。 

そのためには、消費者が商品・サービスを購入するプロセスを、効率的かつ楽しく行えるよう、

サービスレベルの向上を図ることが必要だと考えております。また一方で、商品・サービスを販

売している事業者に向けて消費者のニーズを伝え、事業者のマーケティングをサポートすること

で、事業者にもメリットのあるサービスを提供し、消費者、事業者、当社の3者にとって価値を生

み出すサービスを提供していきます。 

 

 

(2) 目標とする経営指標 

当社はインターネット上で運営するWebサイトを使ってビジネスを展開しております。従って、

「サイト訪問数」、「ページビュー数」が売上、利益と密接に関係することから、これらの指標

を重要な経営指標と考えております。また、継続的な成長及び収益性の向上を実現させるため、

「売上高成長率」、「売上高経常利益率」を重要な経営指標と考えております。 

 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

当社は平成22年7月16日に「こだわり消費応援カンパニー」をコンセプトとする中期経営計画を

発表いたしました。インターネットショッピングは広く普及しておりますが、消費者の要望はさ

らに多様化しており、価格の安さだけではなく、配送の早さや商品の受け取り方法、買い物によ

るポイント付与など、これまでの価格比較の枠を超えた幅広い機能・サービスが求められており

ます。 

従って、当社はそのような個々の“こだわり”に応えるサービスを提供していくことが長期に

渡り消費者から支持されるサイトとなり、当社の企業価値向上に直結するものであると考えてお

ります。 

これらを踏まえ、当社は以下の事業戦略を策定いたしました。 

 

① カテゴリーの拡大と注力分野のシフト 

近年、インターネットによる旅行予約やショッピングが普及拡大しておりますが、当社が現在

扱っているカテゴリーはインターネット上で取引されている商品の一部でしかありません。より

多くの消費者にサイトを利用いただくために、カテゴリーの拡大は重要な基本戦略となります。

さらに、その中でも市場規模の大きな分野や当社の強みをさらに伸ばせる分野については特に注

力してまいります。 
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② 購買支援機能の充実・変革 

単にカテゴリーを拡大するだけでは利用者に十分なサービスを提供することはできません。各

カテゴリーにおいて価格比較サービスの枠を越えた消費者それぞれの“こだわり”に応えるサー

ビスを提供するため、機能の変革や新たなサービスモデルに取り組んでまいります。 

 

③ パートナーシップの強化 

「こだわり消費応援」サービスは、インターネットだけによるものとは限りません。特に、近

年ネットとリアルを融合させたサービスが生まれていることからも、当社のインターネットサー

ビスと実店舗を結びつけたサービスの創出やインターネット以外のメディアとの業務提携など、

将来的な事業展開に向けてパートナーシップを構築していきます。 

 

④ グローバルサービス 

個々のこだわりに対応した日本ならではのきめ細かな消費支援サービスは、海外でも多くの消

費者に利用いただける可能性があります。上記のパートナーシップ戦略と絡めて、長期的な視野

に基づくグローバルサービスの展開を検討してまいります。 

 

中期経営計画については当社IRサイトに掲載しております。 

http://www.vrg.jp/ir/ 

 

 

(4) 会社の対処すべき課題 

① 利用者数の増加とサイト認知度の向上  

当社のビジネスモデルは商品・サービスの購入や旅行予約を検討するユーザーへ商品・価格情

報を提供し、加盟企業サイトへユーザーを送客した実績や購入実績に応じた手数料を頂く仕組み

になっております。従って、利用者数の増加が当社の売上・利益の増加に直結するため、運営サ

イトの認知度向上や検索エンジンからの誘導など、利用者拡大のために様々な施策を行っており

ます。 
 

② 出店社数の拡大  

当社が展開する価格比較・商品検索の分野においては、多くの旅行会社やECサイトを比較でき

ることが利用者にとって重要な利用動機となります。また、それらの加盟企業の増加は当社の収

益機会増大にもつながるため、営業活動の強化やサイトの認知度向上などによって出店社数の拡

大を推進していく方針であります。 

 

③ 取扱いカテゴリーの拡大 

当社が現在扱っているカテゴリーは、インターネット上で取引されている商品の一部でしかあ

りません。従って、ユーザーの利便性向上と当社の収益向上のために取扱いカテゴリーを拡大す

る方針であります。 
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④ 運営するウェブサイトのユーザビリティの向上 

当社は経営の基本方針である「消費者のための購買支援サービスを提供する」を実現するため、

価格比較サイトを通じてユーザーの購買支援を行っております。しかしながら、価格比較サイト

を利用するユーザーニーズはますます多様化し、価格以外の情報の充実が求められております。

当社は、商品の理解を深める情報や商品選択を支援する機能を充実させ、ユーザビリティの向上

を目指します。 

 

⑤ 人材の教育と優秀な人材の確保  

当社は平成22年12月末日現在、総勢68名の少人数組織で運営しております。このような小規模

組織においては従業員一人ひとりの仕事がグループ全体に与える影響も大きくなります。従って

既存の人材一人ひとりの業務レベルを上げていくための社員教育を実施していくと同時に、優秀

な人材を確保することが当社にとって重要な課題であると認識しております。当社では、社内勉

強会や社外セミナーの受講を推奨することで、従業員の自己研鑽の機会を増やし、業務スキルの

向上を図っております。  
 

⑥ コンプライアンス体制の強化  

当社は、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を平成18年12月に設置しコン

プライアンス体制の整備、維持、向上を図ってまいりました。また、役職員については、「役職

員行動規範」及び「コンプライアンス規程」を制定し役職員がそれを遵守することにより法令順

守を自らの問題と捉えて業務を遂行しております。今後も内部統制システムの再構築などさらに

強化を推し進め、強固なコンプライアンス体制を構築してまいります。 
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4.【財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 562,950 705,349

売掛金 127,513 153,414

前払費用 15,738 17,908

繰延税金資産 5,747 13,063

未収還付法人税等 4,431 －

その他 630 171

貸倒引当金 △3,144 △1,764

流動資産合計 713,868 888,143

固定資産   

有形固定資産   

建物 33,614 33,614

減価償却累計額 △13,889 △17,259

建物（純額） 19,725 16,355

工具、器具及び備品 101,662 130,774

減価償却累計額 △58,981 △85,479

工具、器具及び備品（純額） 42,681 45,294

有形固定資産合計 62,407 61,649

無形固定資産   

ソフトウエア 15,339 19,166

無形固定資産合計 15,339 19,166

投資その他の資産   

投資有価証券 9,310 0

破産更生債権等 4,140 4,792

長期前払費用 18,008 13,958

繰延税金資産 1,352 5,370

敷金及び保証金 65,562 58,942

貸倒引当金 △4,140 △4,792

投資その他の資産合計 94,233 78,271

固定資産合計 171,979 159,087

資産合計 885,847 1,047,230
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 11,885 12,032

未払金 67,281 83,936

未払費用 7,922 7,807

未払法人税等 2,707 52,774

未払消費税等 9,254 12,057

前受金 18,255 17,373

預り金 6,972 6,995

ポイント引当金 11,501 14,224

その他 633 1,281

流動負債合計 136,413 208,483

固定負債   

負ののれん 1,753 －

固定負債合計 1,753 －

負債合計 138,167 208,483

純資産の部   

株主資本   

資本金 307,066 307,066

資本剰余金   

資本準備金 327,319 327,319

その他資本剰余金 125 －

資本剰余金合計 327,445 327,319

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 302,306 331,794

利益剰余金合計 302,306 331,794

自己株式 △191,424 △138,870

株主資本合計 745,393 827,309

新株予約権 2,287 11,437

純資産合計 747,680 838,747

負債純資産合計 885,847 1,047,230
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 1,471,000 1,614,957

売上原価 343,833 364,252

売上総利益 1,127,167 1,250,704

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 468,970 518,847

貸倒引当金繰入額 1,053 －

ポイント引当金繰入額 379 2,722

役員報酬 75,503 84,959

給料 208,459 219,404

地代家賃 76,327 70,717

減価償却費 12,881 11,301

その他 207,846 208,636

販売費及び一般管理費合計 1,051,423 1,116,589

営業利益 75,743 134,115

営業外収益   

受取利息 1,468 750

負ののれん償却額 2,005 1,753

その他 1,288 230

営業外収益合計 4,762 2,734

営業外費用   

為替差損 343 218

支払手数料 689 －

その他 68 15

営業外費用合計 1,100 233

経常利益 79,404 136,616

特別利益   

固定資産売却益 ※１  13,610 －

貸倒引当金戻入額 － 293

特別利益合計 13,610 293

特別損失   

固定資産除却損 － ※２  77

投資有価証券評価損 － 9,545

特別損失合計 － 9,623

税引前当期純利益 93,014 127,286

法人税、住民税及び事業税 38,804 69,905

法人税等調整額 6,301 △11,333

法人税等合計 45,106 58,571

当期純利益 47,908 68,715
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 307,066 307,066

当期末残高 307,066 307,066

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 327,319 327,319

当期末残高 327,319 327,319

その他資本剰余金   

前期末残高 － 125

当期変動額   

自己株式処分差益 125 －

自己株式処分差損 － △125

当期変動額合計 125 △125

当期末残高 125 －

資本剰余金合計   

前期末残高 327,319 327,445

当期変動額   

自己株式処分差益 125 －

自己株式処分差損 － △125

当期変動額合計 125 △125

当期末残高 327,445 327,319

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 264,647 302,306

当期変動額   

剰余金の配当 △10,249 △8,248

自己株式処分差損 － △30,978

当期純利益 47,908 68,715

当期変動額合計 37,659 29,488

当期末残高 302,306 331,794

利益剰余金合計   

前期末残高 264,647 302,306

当期変動額   

剰余金の配当 △10,249 △8,248

自己株式処分差損 － △30,978

当期純利益 47,908 68,715

当期変動額合計 37,659 29,488

当期末残高 302,306 331,794
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

自己株式   

前期末残高 △654 △191,424

当期変動額   

自己株式の取得 △212,747 －

自己株式の処分 21,977 52,554

当期変動額合計 △190,770 52,554

当期末残高 △191,424 △138,870

株主資本合計   

前期末残高 898,379 745,393

当期変動額   

剰余金の配当 △10,249 △8,248

自己株式処分差益 125 －

自己株式処分差損 － △31,104

当期純利益 47,908 68,715

自己株式の取得 △212,747 －

自己株式の処分 21,977 52,554

当期変動額合計 △152,985 81,916

当期末残高 745,393 827,309

新株予約権   

前期末残高 － 2,287

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,287 9,150

当期変動額合計 2,287 9,150

当期末残高 2,287 11,437

純資産合計   

前期末残高 898,379 747,680

当期変動額   

剰余金の配当 △10,249 △8,248

自己株式処分差益 125 －

自己株式処分差損 － △31,104

当期純利益 47,908 68,715

自己株式の取得 △212,747 －

自己株式の処分 21,977 52,554

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,287 9,150

当期変動額合計 △150,698 91,066

当期末残高 747,680 838,747
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 93,014 127,286

減価償却費 36,608 38,332

貸倒引当金の増減額（△は減少） 25 △727

売上債権の増減額（△は増加） 25,390 △25,901

仕入債務の増減額（△は減少） △2,459 147

長期前払費用償却額 2,500 2,500

負ののれん償却額 △2,005 △1,753

ポイント引当金の増減額（△は減少） 379 2,722

投資有価証券評価損益（△は益） － 9,545

固定資産売却損益（△は益） △13,610 －

受取利息 △1,468 △750

前受金の増減額（△は減少） 10,219 △881

前払費用の増減額（△は増加） 17,622 －

未収入金の増減額（△は増加） 13,191 －

その他 △1,052 27,612

小計 178,354 178,133

利息及び配当金の受取額 1,120 665

法人税等の支払額 △94,410 △19,648

法人税等の還付額 － 4,431

営業活動によるキャッシュ・フロー 85,064 163,581

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △9,632 －

有形固定資産の取得による支出 △18,488 △31,311

無形固定資産の取得による支出 △11,142 △9,765

無形固定資産の売却による収入 13,610 －

定期預金の預入による支出 － △201,511

敷金の回収による収入 － 6,620

その他 △1,546 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,199 △235,968

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △213,436 －

配当金の支払額 △10,025 △8,176

ストックオプションの行使による収入 － 21,450

自己株式の処分による収入 22,103 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △201,359 13,273

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △143,493 △59,113

現金及び現金同等物の期首残高 706,444 562,950

現金及び現金同等物の期末残高 ※  562,950 ※  503,837
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 該当事項はありません。 
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

 その他有価証券 

  時価のないもの 

   移動平均による原価法 

 その他有価証券 

同 左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

 

  定率法を採用しております。 

 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物 ８～15年

工具、器具及び備品 ４～８年

 

 また、平成19年３月31日以前に

取得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間

で均等償却し、減価償却費に含め

て計上することとしております。

(1) 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

 

同 左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

 

定額法を採用しております。 

 

・のれん 

子会社との合併により生じた

のれんについては、定額法によ

り５年で償却しております。 

 

・ソフトウェア 

自社利用のソフトウエアにつ

いては社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用

しております。 

 

(2) 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

 

同 左 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

・ソフトウェア 

 

同 左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

 (3)リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リー

スのうち、リース取引開始日が平成

20年12月31日以前のものについて

は、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

 

(3)リース資産 

同 左 

 (4) 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

 

(4) 長期前払費用 

同 左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 

(2) ポイント引当金 

  ポイント使用による将来の支出に

備えるため、使用実績率に基づき将

来使用されると見込まれる金額を計

上しております。 

 

(1) 貸倒引当金 

同 左 

 

 

 

 

 

 

(2) ポイント引当金 

同 左 

４ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に満期日又は償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

同 左 

５ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

 

(2) 負ののれんの償却方法 

  子会社との合併により生じた負の

のれんについては、定額法により５

年で償却しております。 

 

(1) 消費税等の会計処理 

同 左 

 

(2) 負ののれんの償却方法 

同 左 
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会計方針の変更 

 

前事業年度 

(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

（リース取引に関する会計基準等） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりましたが、当事業年度より、「リー

ス取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成

５年６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３

月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月

18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19

年３月30日改正))を適用し、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のもの

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 これにより損益に与える影響はありません。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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表示方法の変更 

 

前事業年度 

(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

（貸借対照表） 

 前事業年度において独立掲記しておりました「未収

入金」（当事業年度630千円）は、金額が僅少となっ

たため、当事業年度においては流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

 

 

             

（損益計算書） 

 前事業年度において独立掲記しておりました販売費

及び一般管理費「販売促進費」（当事業年度15,775千

円）、「業務委託費」（当事業年度14,563千円）、

「出向料」（当事業年度600千円）、「消耗品費」

（7,217千円）、「法定福利費」（当事業年度27,304

千円）、「交際費」（12,146千円）、「旅費及び交通

費」（14,008千円）、「租税公課」（4,657千円）、

「支払報酬」（29,366千円）は販売費及び一般管理費

の総額の5/100以下であるため、当事業年度において

は販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示し

ております。 

 

 

             

（キャッシュ・フロー計算書） 

１．前事業年度において独立掲記しておりました「未

払金の増減額」（当事業年度5,380千円）、「未払消

費税等の増減額」（当事業年度△899千円）、「預り

金の増減額」（当事業年度△732千円）、「破産更生

債権等の増減額」（当事業年度1,311千円）は金額的

重要性が乏しくなったため、当事業年度より、営業活

動によるキャッシュ・フローの小計より上の区分の

「その他」に含めて表示しております。 

２．前事業年度において独立掲記しておりました「敷

金及び保証金の差入による支出」（当事業年度△

1,546千円）は金額的重要性が乏しくなったため、投

資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め

て表示しております。 

３．前事業年度において「ソフトウェアの取得による

支出」と掲記しておりましたものは、ＥＤＩＮＥＴへ

のＸＢＲＬ導入に伴い財務諸表の比較可能性を向上す

るため、当事業年度より「無形固定資産の取得による

支出」と表示しております。 

 

（キャッシュ・フロー計算書） 

 前事業年度において独立掲記しておりました「前払

費用の増減額」（当事業年度△620千円）、「未収入

金の増減額」（当事業年度84千円）は金額的重要性が

乏しくなったため、当事業年度より、営業活動による

キャッシュ・フローの小計より上の区分の「その他」

に含めて表示しております。 
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（損益計算書関係） 

 

前事業年度 

(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

※１ 固定資産売却益の内容は以下の通りであります。

ソフトウェア 13,610千円

 

 

 

     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

※２ 固定資産除却損の内容は以下の通りであります。

工具器具備品 77千円
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当事業年度末 

(株) 

 普通株式 1,025,200 － － 1,025,200

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当事業年度末 

(株) 

 普通株式 300 223,033 23,000 200,333

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加33株 

 取締役会決議による自己株式の買取りによる増加223,000株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 第三者割当による自己株式の処分23,000株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

目的となる株式の数(株) 

区分 内訳 
目的となる

株式の種類 前事業 

年度末 
増加 減少 

当事業 

年度末 

当事業 

年度末残高

(千円) 

提出会社 
ストックオプション
としての新株予約権 

― ― ― ― ― 2,287

（注）上記の内容については、（ストック・オプション等関係）に記載しております。 

 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成21年３月26日 
定時株主総会 

普通株式 10,249 10 平成20年12月31日 平成21年３月27日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成22年３月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 8,248 10 平成21年12月31日 平成22年３月26日
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当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当事業年度末 

(株) 

 普通株式 1,025,200 － － 1,025,200

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当事業年度末 

(株) 

 普通株式 200,333 － 55,000 145,333

（変動事由の概要） 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 ストック・オプションの行使による自己株式の処分55,000株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

目的となる株式の数(株) 

区分 内訳 
目的となる

株式の種類 前事業 

年度末 
増加 減少 

当事業 

年度末 

当事業 

年度末残高

(千円) 

提出会社 
ストックオプション
としての新株予約権 

― ― ― ― ― 11,437

（注）上記の内容については、（ストック・オプション等関係）に記載しております。 

 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成22年３月25日 
定時株主総会 

普通株式 8,248 10 平成21年12月31日 平成22年３月26日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

平成23年３月24日開催の定時株主総会において、以下のとおり決議を予定しております。 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成23年３月24日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 8,798 10 平成22年12月31日 平成23年３月25日
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

前事業年度 

(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 562,950千円 

現金及び現金同等物 562,950千円 

  

現金及び預金勘定 705,349千円 

預入期間３ヶ月超の定期預金 △201,511千円 

現金及び現金同等物 503,837千円 

  
  

 

30

㈱ベンチャーリパブリック（2177）平成22年12月期決算短信（非連結）



（リース取引関係） 

 

前事業年度 

(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年12月31日) 

リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引 

 

リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引 

 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高

相当額

 

(千円)

工具器

具備品 
35,372 20,031 15,340

ソフト

ウェア 
52,045 26,771 25,274

合計 87,417 46,802 40,614

  

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額

相当額

 

(千円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

 

(千円) 

工具器

具備品 
24,188 15,653 8,534 

ソフト

ウェア 
49,195 34,146 15,048 

合計 73,383 49,800 23,583 

  

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 17,328千円

1年超 24,433千円

合計 41,761千円

  

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 14,829千円

1年超 9,603千円

合計 24,433千円

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料 21,941千円

減価償却費相当額 20,318千円

支払利息相当額 1,525千円

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料 18,117千円

減価償却費相当額 17,031千円

支払利息相当額 789千円

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同 左 

オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料（解約不能のもの） 

1年内 79,831千円

合計 79,831千円
 

オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料（解約不能のもの） 

1年内 41,460千円

1年超 10,365千円

合計 51,825千円
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（金融商品関係） 

当事業年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日） 

（追加情報） 

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  平成20年３月10日）及

び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10

日）を適用しております。 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については事業用資金及

び運転資金等を、営業活動にもとづく自己資金で賄っております。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金、敷金及び保証金は、取引先の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、営業担当者が主要な取引先の状況を定期的

にモニタリングし、取引先ごとの期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等にによる

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、取引先に対する与信枠については、毎年定

期的に見直すこととしております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

 

 

32

㈱ベンチャーリパブリック（2177）平成22年12月期決算短信（非連結）



２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません

（(注２)参照）。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(１) 現金及び預金 705,349 705,349 －

(２) 売掛金 153,414 153,414 －

(３) 敷金及び保証金 58,942 30,817 △28,124

資産計 917,705 889,581 △28,124

(１) 買掛金 12,032 12,032 －

(２) 未払金 83,936 83,936 －

(３) 未払法人税等 52,774 52,774 －

(４) 未払消費税等 12,057 12,057 －

負債計 160,800 160,800 －

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(１) 現金及び預金並びに(２) 売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 

(３) 敷金及び保証金 

 これらの時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指標に基づく利率で割り引いた現

在価値により算定しております。 

 

負  債 

(１) 買掛金及び(２)未払金、(３) 未払法人税等、(４) 未払消費税等 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式（*1） 0

(*1) 非上場株式の「貸借対照表計上額」は減損処理後の帳簿価額であり、当事業年度において9,545千円

の減損処理を行なっております。 
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（有価証券関係） 

前事業年度 

 時価評価されていない主な有価証券の内容（平成21年12月31日） 

 貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

 非上場外国債券 9,310

合計 9,310

 

当事業年度（平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】 

前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

（追加情報） 

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（平成18年10月17日 企業会計基準委員会 

企業会計基準第11号）および「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（平成18年10月17日 

企業会計基準委員会 企業会計基準第13号）を適用しております。 

１ 関連当事者との取引 

（１）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 

会社等 

の名称 

又は氏名 

所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 

柴田 啓 ― ― 
当社代表 

取締役社長

(被所有) 
直接 7.9 
間接 － 

― 
自己株式の
処分 
（注）１ 

11,466 ― ― 
役員及
びその
近親者 柴田 健

一 
― ― 

当社取締役

副社長 

(被所有) 
直接 5.8 
間接 － 

― 
自己株式の
処分 
（注）１ 

10,510 ― ― 

（注）１．平成21年７月23日付の当社取締役会決議により第三者割当による処分を行なっております。なお、処分

価額は決議日前の終値株価によっております。 

 

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１ 関連当事者との取引 

（１）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 

会社等 

の名称 

又は氏名 

所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 

柴田 啓 ― ― 
当社代表 

取締役社長

(被所有) 
直接 9.9 
間接 － 

― 

ストック・
オプション
の行使に伴
う自己株式
の処分 
（注）１ 

21,499 ― ― 

柴田 健
一 

― ― 
当社取締役

副社長 

(被所有) 
直接 7.2 
間接 － 

― 

ストック・
オプション
の行使に伴
う自己株式
の処分 
（注）１ 

14,811 ― ― 
役員及
びその
近親者 

西村 博
行 

― ― 当社取締役 
(被所有) 
直接 4.4 
間接 － 

― 

ストック・
オプション
の行使に伴
う自己株式
の処分 
（注）１ 

14,332 ― ― 

（注）１．自己株式の処分価額は、平成17年12月30日開催の臨時株主総会の特別決議で定められたストック・オプ

ション（新株予約権）の権利行使価格に基づいて決定しております。なお、「取引金額」欄には、自己

株式の処分時の当社帳簿価額を記載しております。 

 

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

 

前事業年度 

(平成21年12月31日) 

当事業年度 

(平成22年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 

繰延税金資産 

 流動資産 

  貸倒引当金 760千円

  ポイント引当金 4,680千円

  未払事業税 293千円

  その他 13千円

  合計 5,747千円

 固定資産 

  貸倒引当金 1,352千円

  合計 1,352千円

 繰延税金資産合計 7,100千円

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 

繰延税金資産 

 流動資産 

  ポイント引当金 5,787千円

  未払事業税 4,410千円

  未払賞与 2,865千円

  合計 13,063千円

 固定資産 

  貸倒引当金 1,486千円

  投資有価証券評価損 3,884千円

  合計 5,370千円

 繰延税金資産合計 18,434千円

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(％)

法定実効税率 40.7

（調整） 

 交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

8.2

 負ののれん償却額 △0.9

 住民税均等割額 0.5

 その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

48.5

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(％)

法定実効税率 40.7

（調整） 

 交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

5.6

 負ののれん償却額 △0.6

 住民税均等割額 0.4

 その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

46.0

  
    

 

36

㈱ベンチャーリパブリック（2177）平成22年12月期決算短信（非連結）



（退職給付関係） 

前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

当社は退職給付制度がないため、該当する事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

当社は退職給付制度がないため、該当する事項はありません。 
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（ストック・オプション等関係） 

前事業年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日) 

１．当事業年度における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費（株式報酬費用） 2,287千円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

会社名 提出会社（第１号） 提出会社（第２号） 提出会社（第３号） 提出会社（第５号） 

決議年月日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成18年4月21日 

付与対象者の区分 
及び人数 

当社役員    １名 
当社従業員   24名 

当社役員    ３名 
当社従業員   １名 

当社役員    ３名 
当社従業員   １名 

当社従業員 ２名 

ストック・オプション
数（注）１ 

普通株式 33,200株 普通株式 46,300株 普通株式 15,700株 普通株式 1,000株 

権利確定条件 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役、顧問または従業員
その他これに準ずる地位
にあること。ただし、任
期満了による退任、定年
退職その他正当な理由の
ある場合、また新株予約
権者の権利承継者が権利
行使する場合はこの限り
でない。その他の条件に
ついては、「新株予約権
割当契約書」に定めると
ころによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役、顧問または従業員
その他これに準ずる地位
にあること。ただし、任
期満了による退任、定年
退職その他正当な理由の
ある場合、また新株予約
権者の権利承継者が権利
行使する場合はこの限り
でない。その他の条件に
ついては、「新株予約権
割当契約書」に定めると
ころによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役、顧問または従業員
その他これに準ずる地位
にあること。ただし、任
期満了による退任、定年
退職その他正当な理由の
ある場合、また新株予約
権者の権利承継者が権利
行使する場合はこの限り
でない。その他の条件に
ついては、「新株予約権
割当契約書」に定めると
ころによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役、顧問または従業員
その他これに準ずる地位
にあること。ただし、任
期満了による退任、定年
退職その他正当な理由の
ある場合、また新株予約
権者の権利承継者が権利
行使する場合はこの限り
でない。その他の条件に
ついては、「新株予約権
割当契約書」に定めると
ころによる。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めは 
ありません。 

対象勤務期間の定めは 
ありません。 

対象勤務期間の定めは 
ありません。 

対象勤務期間の定めはあ
りません。 

付与日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成18年４月21日 

権利行使期間 
平成19年12月31日から 
平成27年12月30日まで 

平成17年12月31日から
平成27年12月30日まで

平成17年12月31日から 
平成27年12月30日まで 

平成20年４月22日から
平成27年12月30日まで

 

 

会社名 提出会社（第６号） 提出会社（第７号） 提出会社（第８号） 提出会社（第９号） 

決議年月日 平成18年12月27日 平成19年４月20日 平成19年12月21日 平成21年９月18日 

付与対象者の区分 
及び人数 

当社従業員  16名 当社従業員  ４名 当社従業員  11名 当社役員  ３名 

ストック・オプション
数（注）１ 

普通株式 5,600株 普通株式 800株 普通株式 2,200株 普通株式 45,000株 

権利確定条件 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役もしくは従業員のい
ずれかの地位を保有して
いることを要する。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由のある場合、また
新株予約権者の権利承継
者が権利行使する場合は
この限りでない。その他
の条件については、新株
予約権割当契約に定める
ところによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役もしくは従業員のい
ずれかの地位を保有して
いることを要する。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由のある場合、また
新株予約権者の権利承継
者が権利行使する場合は
この限りでない。その他
の条件については、新株
予約権割当契約に定める
ところによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役もしくは従業員のい
ずれかの地位を保有して
いることを要する。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由のある場合、また
新株予約権者の権利承継
者が権利行使する場合は
この限りでない。その他
の条件については、新株
予約権割当契約に定める
ところによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役もしくは従業員その
他これに準ずる地位にあ
ることを要する。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由のある場合、また
新株予約権者の権利承継
者が権利行使する場合は
この限りでない。その他
の条件については、新株
予約権割当契約に定める
ところによる。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあ
りません。 

対象勤務期間の定めはあ
りません。 

対象勤務期間の定めはあ
りません。 

対象勤務期間の定めはあ
りません。 

付与日 平成18年12月27日 平成19年４月20日 平成19年12月21日 平成21年10月13日 

権利行使期間 
平成20年12月28日から 
平成28年12月27日まで 

平成21年４月21日から
平成28年12月27日まで

平成21年12月22日から 
平成29年12月21日まで 

平成23年10月14日から
平成31年９月18日まで

（注）１．株式数に換算して記載しております。また、平成20年５月７日付をもって普通株式１株につき100株の分

割を行っているため、株式数については、当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。 
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 

付与日 
平成17年12月30日 

（第１号） 

平成17年12月30日

（第２号） 

平成17年12月30日

（第３号） 

平成18年4月21日

（第５号） 

平成18年12月27日 

（第６号） 

平成19年4月20日

（第７号） 

権利確定前（株）   

期首 － － － － － 800

付与 － － － － － －

失効 － － － － － －

権利確定 － － － － － 800

未確定残 － － － － － －

権利確定後（株）   

期首 21,400 46,300 15,700 500 4,200 －

権利確定 － － － － － 800

権利行使 － － － － － －

失効 － － － － 300 －

未行使残 21,400 46,300 15,700 500 3,900 800

 

 

会社名 提出会社 提出会社 

付与日 
平成19年12月21日 

（第８号） 

平成21年10月13日

（第９号） 

権利確定前（株）  

期首 1,600 －

付与 － 45,000

失効 － －

権利確定 1,600 －

未確定残 － 45,000

権利確定後（株）  

期首 － －

権利確定 1,600 －

権利行使 － －

失効 － －

未行使残 1,600 －

（注）１．平成20年５月７日付をもって普通株式１株につき100株の株式分割を行っているため、株式数については

当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。 
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②単価情報 

付与日 
平成17年12月30日 

（第１号） 

平成17年12月30日

（第２号） 

平成17年12月30日

（第３号） 

平成18年4月21日

（第５号） 

平成18年12月27日 

（第６号） 

平成19年4月20日

（第7号） 

決議年月日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成18年4月21日 平成18年12月27日 平成19年4月20日

権利行使価格 
（円） 

390 390 390 390 950 950 

行使時平均株価 
（円） 

－ － － － － － 

公正な評価単価 
（付与日）（円） 

－ － － － － － 

 

付与日 
平成19年12月21日 

（第８号） 

平成21年10月13日

（第９号） 

決議年月日 平成19年12月21日 平成21年９月18日

権利行使価格 
（円） 

1,050 1,014 

行使時平均株価 
（円） 

－ － 

公正な評価単価 
（付与日）（円） 

－ 406 

（注）１．権利行使価格については、平成20年５月７日付をもって１株を100株とする株式分割を行っており、当該

株式分割による調整後の権利行使価格を記載しております。 

 

３．当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

（１）使用した算定技法 

ブラック・ショールズ式 

（２）使用した主な基礎数値及びその見積方法 

① 株価変動性   58.53％ 

② 予想残存期間  5.97年 

十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積もりが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使

されるものと推定して見積もっている。 

③ 予想配当    10円／株 

平成20年12月期の配当実績による 

④ 無リスク利子率 0.72％ 

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用

しております。 

 

５．ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の合計額及び権

利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

（１）当事業年度末における本源的価値の合計額  －千円 

（２）権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

該当事項はありません。 
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当事業年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日) 

１．当事業年度における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費（株式報酬費用） 9,150千円 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

会社名 提出会社（第１号） 提出会社（第２号） 提出会社（第３号） 提出会社（第５号） 

決議年月日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成18年4月21日 

付与対象者の区分 
及び人数 

当社役員    １名 
当社従業員   24名 

当社役員    ３名 
当社従業員   １名 

当社役員    ３名 
当社従業員   １名 

当社従業員 ２名 

ストック・オプション
数（注）１ 

普通株式 33,200株 普通株式 46,300株 普通株式 15,700株 普通株式 1,000株 

権利確定条件 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役、顧問または従業員
その他これに準ずる地位
にあること。ただし、任
期満了による退任、定年
退職その他正当な理由の
ある場合、また新株予約
権者の権利承継者が権利
行使する場合はこの限り
でない。その他の条件に
ついては、「新株予約権
割当契約書」に定めると
ころによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役、顧問または従業員
その他これに準ずる地位
にあること。ただし、任
期満了による退任、定年
退職その他正当な理由の
ある場合、また新株予約
権者の権利承継者が権利
行使する場合はこの限り
でない。その他の条件に
ついては、「新株予約権
割当契約書」に定めると
ころによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役、顧問または従業員
その他これに準ずる地位
にあること。ただし、任
期満了による退任、定年
退職その他正当な理由の
ある場合、また新株予約
権者の権利承継者が権利
行使する場合はこの限り
でない。その他の条件に
ついては、「新株予約権
割当契約書」に定めると
ころによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役、顧問または従業員
その他これに準ずる地位
にあること。ただし、任
期満了による退任、定年
退職その他正当な理由の
ある場合、また新株予約
権者の権利承継者が権利
行使する場合はこの限り
でない。その他の条件に
ついては、「新株予約権
割当契約書」に定めると
ころによる。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めは 
ありません。 

対象勤務期間の定めは 
ありません。 

対象勤務期間の定めは 
ありません。 

対象勤務期間の定めはあ
りません。 

付与日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成18年４月21日 

権利行使期間 
平成19年12月31日から 
平成27年12月30日まで 

平成17年12月31日から
平成27年12月30日まで

平成17年12月31日から 
平成27年12月30日まで 

平成20年４月22日から
平成27年12月30日まで

 

 

会社名 提出会社（第６号） 提出会社（第７号） 提出会社（第８号） 提出会社（第９号） 

決議年月日 平成18年12月27日 平成19年４月20日 平成19年12月21日 平成21年９月18日 

付与対象者の区分 
及び人数 

当社従業員  16名 当社従業員  ４名 当社従業員  11名 当社役員  ３名 

ストック・オプション
数（注）１ 

普通株式 5,600株 普通株式 800株 普通株式 2,200株 普通株式 45,000株 

権利確定条件 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役もしくは従業員のい
ずれかの地位を保有して
いることを要する。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由のある場合、また
新株予約権者の権利承継
者が権利行使する場合は
この限りでない。その他
の条件については、新株
予約権割当契約に定める
ところによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役もしくは従業員のい
ずれかの地位を保有して
いることを要する。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由のある場合、また
新株予約権者の権利承継
者が権利行使する場合は
この限りでない。その他
の条件については、新株
予約権割当契約に定める
ところによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役もしくは従業員のい
ずれかの地位を保有して
いることを要する。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由のある場合、また
新株予約権者の権利承継
者が権利行使する場合は
この限りでない。その他
の条件については、新株
予約権割当契約に定める
ところによる。 

新株予約権者は権利行使
時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監
査役もしくは従業員その
他これに準ずる地位にあ
ることを要する。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正当
な理由のある場合、また
新株予約権者の権利承継
者が権利行使する場合は
この限りでない。その他
の条件については、新株
予約権割当契約に定める
ところによる。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあ
りません。 

対象勤務期間の定めはあ
りません。 

対象勤務期間の定めはあ
りません。 

対象勤務期間の定めはあ
りません。 

付与日 平成18年12月27日 平成19年４月20日 平成19年12月21日 平成21年10月13日 

権利行使期間 
平成20年12月28日から 
平成28年12月27日まで 

平成21年４月21日から
平成28年12月27日まで

平成21年12月22日から 
平成29年12月21日まで 

平成23年10月14日から
平成31年９月18日まで

（注）１．株式数に換算して記載しております。また、平成20年５月７日付をもって普通株式１株につき100株の分

割を行っているため、株式数については、当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。 
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 

付与日 
平成17年12月30日 

（第１号） 

平成17年12月30日

（第２号） 

平成17年12月30日

（第３号） 

平成18年4月21日

（第５号） 

平成18年12月27日 

（第６号） 

平成19年4月20日

（第７号） 

権利確定前（株）   

期首 － － － － － －

付与 － － － － － －

失効 － － － － － －

権利確定 － － － － － －

未確定残 － － － － － －

権利確定後（株）   

期首 21,400 46,300 15,700 500 3,900 800

権利確定 － － － － － －

権利行使 2,000 39,600 13,400 － － －

失効 － － － － － －

未行使残 19,400 6,700 2,300 500 3,900 800

 

 

会社名 提出会社 提出会社 

付与日 
平成19年12月21日 

（第８号） 

平成21年10月13日

（第９号） 

権利確定前（株）  

期首 － 45,000

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － 45,000

権利確定後（株）  

期首 1,600 －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 200 －

未行使残 1,400 －

（注）１．平成20年５月７日付をもって普通株式１株につき100株の株式分割を行っているため、株式数については

当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。 
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②単価情報 

付与日 
平成17年12月30日 

（第１号） 

平成17年12月30日

（第２号） 

平成17年12月30日

（第３号） 

平成18年4月21日

（第５号） 

平成18年12月27日 

（第６号） 

平成19年4月20日

（第7号） 

決議年月日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成17年12月30日 平成18年4月21日 平成18年12月27日 平成19年4月20日

権利行使価格 
（円） 

390 390 390 390 950 950 

行使時平均株価 
（円） 

－ － － － － － 

公正な評価単価 
（付与日）（円） 

－ － － － － － 

 

付与日 
平成19年12月21日 

（第８号） 

平成21年10月13日

（第９号） 

決議年月日 平成19年12月21日 平成21年９月18日

権利行使価格 
（円） 

1,050 1,014 

行使時平均株価 
（円） 

－ － 

公正な評価単価 
（付与日）（円） 

－ 406 

（注）１．権利行使価格については、平成20年５月７日付をもって１株を100株とする株式分割を行っており、当該

株式分割による調整後の権利行使価格を記載しております。 

 

３．当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 該当事項はありません 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用

しております。 

 

５．ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の合計額及び権

利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

（１）当事業年度末における本源的価値の合計額  －千円 

（２）権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

該当事項はありません。 
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（企業結合等関係） 

前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

 

（賃貸等不動産関係） 

当事業年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

 

前事業年度 

(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

  

１株当たり純資産額 903円65銭

１株当たり当期純利益 53円34銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

50円61銭

  

  

１株当たり純資産額 940円27銭

１株当たり当期純利益 79円79銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

77円82銭

  
    
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 

 
前事業年度 

(自 平成21年１月１日
 至 平成21年12月31日)

当事業年度 

(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

１株当たり当期純利益 

 当期純利益（千円） 47,908 68,715

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る当期純利益（千円） 47,908 68,715

 普通株式の期中平均株式数（株） 898,086 861,165

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 当期純利益調整額（千円） － －

 普通株式増加数（株） 48,604 21,817

  新株予約権（株） (48,604) (21,817)

希薄化を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

新株予約権 

（新株予約権の数513個） 

 

新株予約権 

（新株予約権の数511個） 

 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５．その他 

(1) 役員の異動 

 該当事項はありません。 
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